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研究要旨 

 身体活動・運動分野における厚生労働科学研究班は、2019 年度末に「標準的な運動プログラム」を、2021

年度末には「健康づくりのための身体活動・座位行動指針（案）」を作成した。これらのプログラムや指針が

国民の行動変容を促し、健康寿命の延伸に貢献するためには、身体活動・運動の実践に影響を及ぼす要因を解

明するとともに、プログラムや指針が行動変容に及ぼす影響を確認し、科学的根拠に基づく身体活動推進の

ための新たなエビデンスを創出して身体活動促進政策に反映させることが重要である。本研究班においては、

身体活動推進政策を効果的に推進するための新たなエビデンスを創出し、国民の身体活動量を増加させるこ

とを目的に、1）身体活動・運動による健康効果の機序解明、2）身体活動・運動量を減少させる社会人口統計

学的要因の特定、3）身体活動・座位行動指標の評価法の開発および妥当性の検討、4）安全に運動指導をお

こなうためのソフトおよびハード要件の解明、5）身体活動指針の認知度と国民の行動変容の関係解明、6）
身体活動・運動量の増加及び座位行動の減少策の検討、7）身体活動・運動無関心層にも行動変容を促す身体

活動推進政策の提案、といった課題に 3 年計画で取り組んでおり、本報告書では 1 年目の取り組みについて

報告する。 
1）「身体活動・運動による健康効果の機序解明」に関連して、文献研究から得られたデータのメタ解析にっ

て日本人男性の全身持久力の推定平均値を推定した。推定された値は健康増進のための身体活動量や全身持

久力の基準値の策定に向けた資料として活用されることが望まれる。 

 2）「身体活動・運動量を減少させる社会人口統計学的要因の特定」に関連して、身体活動のトレンドやその

減少要因を検討可能な指標を明らかにするために先行研究をレビューし、身体活動の減少が主に生活活動の

減少によっていること、日本では特に女性や勤労者世代で低下していることを明らかにした。そして、インタ

ーネット調査において、全国 122 都市に居住する 38,798 人から回答を得て解析用データベースを構築した。

今後、本データベースの詳細な解析に取り組む予定である。 

 3）「身体活動・座位行動指標の評価法の開発および妥当性の検討」については、Web 調査により主要諸外

国を代表するサーベイランス調査を集計し、身体活動・座位行動の評価方法、調査頻度、時期・期間、装着日

数などが多様であることを確認した。また、使用する歩数計により歩数の差が大きいことから、歩数を指標と

して使用する際には、使用する歩数計の特性を考慮する必要があると考えられた。また、数社の歩数計の比較

においては、現行の国民健康・栄養調査で使用しているヤマサ社の歩数が最も低い歩数を示したが、比較した

5 機種の歩数計の値は概ね直線回帰式でモデル化すことが可能であることから、歩数の機種間変換が可能で

あると考えられる。 
 4）「安全に運動指導をおこなうためのソフトおよびハード要件の解明」については、有害事象やヒヤリハッ

トの発生状況について先行研究のレビューを行うとともに、運動施設を対象にオンライン調査を実施して現

状と課題を把握した。また、健康増進施設を対象にした後ろ向き調査を実施した。文献レビューから、運動時

の有害事象の情報が少ないことが明らかになった。また、オンライン調査から、運動前の健康チェックを実施

している運動施設は多いものの標準的なフォーマットは使用されていないことや、後向き調査からは、高齢

                                                                               1



者ほど疾患を持つものが増え、事前の確認が必要な事例が少なくないことが明らかになった。今後、健康チェ

ックの標準版を作成するとともに、運動施設の協力を得て標準版の改善に取り組む。 

5）「身体活動指針の認知度と国民の行動変容の関係解明」については、今後実施する縦断調査研究の事前

調査としてインターネット調査を行った。身体活動指針の認知度は、純粋想起法と助成想起法を併用して調

査した。身体活動の実践状況については、JPHC 身体活動質問票と特定健診・保健指導の標準的な質問票を用

いて調査した。純粋想起法による身体活動指針の認知度は 2%、文字想起法による認知度は 13%であった。重

回帰分析を行った結果、身体活動指針を認知している群の方が、認知していない群よりも、中強度以上の身体

活動量が多い傾向にあった。 

6）「身体活動・運動量の増加及び座位行動の減少策の検討」については、同一集団に対して異なる尺度を用

いて総座位時間を評価した結果、分布、平均値、標準偏差、座位行動者の割合が近似することが明らかとなっ

た。また、座位行動の変容ステージ尺度を開発するために実施したインターネット調査により、調査参加者の

変容ステージ、総座位時間、社会人口統計学的要因・健康および労働関連要因を把握した。さらに、座位行動

の変容ステージ尺度の信頼性について調査したところ、一致度が高いことが明らかになった。加えて、座りす

ぎ解消に無関心であった勤労者を対象に、クラスター分析を実施した結果、「移動や余暇の身体活動時間およ

び総座位時間が長い集団」「移動に伴う身体活動時間および総座位時間が長い集団」「総座位時間が長い集団」

「仕事による身体活動時間が特に長い集団」の 4つに類型化された。 

7）「身体活動・運動無関心層にも行動変容を促す身体活動推進政策の提案」については、アクティブガイ

ド・ファクトシート・インフォメーションシートぞれに関連する研究者の査読結果に従ってそれぞれの構成

や内容を修正した。さらに、指針改定の趣旨と目的を加筆した普及用総合パンフレットを作成した。身体活動

推進政策が効果的に展開するためには自治体等の政策推進者にこれらのシートやパンフレットが広く周知さ

れ、政策推進者を介して、無関心層を含む多くの国民に周知されれることが望まれる。

研究分担者（50音順） 

井上  茂 東京医科大学・教授 

岡 浩一朗 早稲田大学・教授 

小熊 祐子 慶應義塾大学・准教授 

小野  玲 国立健康・栄養研究所・部長 

原田 和弘 神戸大学・准教授 

宮地 元彦 早稲田大学・教授 

Ａ．研究目的 

 適度な身体活動や運動はさまざまな非感染性疾

患に罹患するリスクを低下させる（身体活動基準

2013）。一方で、身体活動不足は非感染性疾患の罹

患や高齢者の虚弱の危険因子である（Haskell WL 

et al. 2007）。身体活動や運動は生活の質を高め、

健康寿命を延伸させることから、身体活動・運動の

推進は国民健康づくり対策における主要な柱の一

つである。しかしながら、健康日本 21（第二次）

においては「日常生活における歩数」や「運動習慣

者の割合」に関する目標を達成することができな

かった。 

 身体活動・運動分野における厚生労働科学研究

班は、2019 年度末に「標準的な運動プログラム」

を作成した。また、2021 年度末に「健康づくりの

ための身体活動・座位行動指針（案）」を作成した。

これらのプログラムや指針が国民の行動変容を促

し、健康寿命の延伸に貢献するためには、身体活

動・運動の実践に影響を及ぼす要因を解明すると

ともに、プログラムや指針が行動変容に及ぼす影

響を確認し、科学的根拠に基づく身体活動推進の

ための新たなエビデンスを創出して身体活動促進

政策に反映させることが重要である。本研究班に

おいては、身体活動推進政策を効果的に推進する

ための新たなエビデンスを創出し、国民の身体活

動量を増加させることを目的に、3年計画で以下の
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ような研究課題に取り組んでいる。 

1）身体活動・運動による健康効果の機序解明 
2）身体活動・運動量を減少させる社会人口統計学

的要因の特定 
3）身体活動・座位行動指標の評価法の開発および

妥当性の検討 
4）安全に運動指導をおこなうためのソフトおよび

ハード要件の解明 
5）身体活動指針の認知度と国民の行動変容の関係

解明 
6）身体活動・運動量の増加及び座位行動の減少策

の検討 
7）身体活動・運動無関心層にも行動変容を促す身

体活動推進政策の提案 
 

Ｂ．研究方法 

1．身体活動・運動による健康効果の機序解明 

 国立健康・栄養研究所と早稲田大学が実施して

きた、栄養と運動の相互作用解明のための大規模

介入研究（NEXIS）のデータベースを使用し、加齢

に伴う身体活動量ならびに体力の縦断的変化の解

明に取り組んだ。この研究には、26〜85 歳の日本

人成人 689 人が含まれており、少なくとも 2 回の

繰り返し調査で把握した身体活動データが利用可

能である。不活動時間、低強度活動時間（1.5〜2.9

メッツ）、中高強度活動時間（3.0メッツ以上)、総

エネルギー消費、身体活動レベル、歩数などの身体

活動関連指標を、妥当性が確認されている三軸加

速度計を使用して測定した。統計分析には、潜在成

長曲線モデルとランダム効果パネルデータ分析を

用いた。また、全身持久力の性年齢別標準値の推定

については、先行研究のデータをメタ解析した。こ

のために日本人を対象にした全身持久力に関する

論文のシステマティックレビューと、他国のレビ

ュー論文を対象にアンブレラレビューを実施し、

日本およびその他の国の性・年齢別の VO2peak/kg
と AT/kg の値を抽出し、それぞれの平均値と 95%
信頼区間を算出した。 

2．身体活動・運動量を減少させる社会人口統計学

的要因の特定 

 国民の身体活動を減少させる社会人口統計学的

要因の特定を目的に、初年度は、日本における身

体活動サーベイランス・システムを精査し、身体

活動のトレンドやその減少要因を検討できる指標

を抽出した。そして、身体活動減少要因に関する

先行研究をレビューしたうえで、身体活動に影響

する要因を検討するためのインターネット調査を

行った。 
3．身体活動・座位行動指標の評価法の開発および

妥当性の検討 

 Global Observatory for Physical Activity 

(GoPA!) による Country Cardsのデータを使用し、

1950 年から 2019 年までの間に身体活動に関する

研究論文の発表数が多い上位 10 カ国を選択した。

そして、各国の調査担当機関の Web ページ等から

サーベイランス調査における身体活動指標や座位

行動指標の評価方法を抽出し比較・検討した。また、

21歳～91歳の地域在住住民 107名が国民健康・栄

養調査で使用している歩数計（アルネス 200S：ヤ

マサ社製）と国内で広く使用されている加速度計

内蔵の活動量計 5機種（オムロン社、パナソニック

社、ヤマサ社、タニタ社）を自由生活下で 1週間装

着し、それぞれの歩数を計測した。 

4．安全に運動指導をおこなうためのソフトおよびハ

ード要件の解明 

 運動施設の安全管理について、運動実施場面で

の有害事象やヒヤリハットの発生状況について、

論文や報告書などの情報収集を行うとともに、全

国の健康増進施設、民間フィットネスクラブ、公

共運動施設等を対象にオンライン調査を実施し、

回答が得られた495施設の回答結果から現状と課

題を整理した。また、健康増進施設（2施設）の

協力を得て、経年的な運動前健康チェックやその

後のトレーニング状況や有害事象の発生について

後ろ向き調査を実施した。そして、ハイリスク者

を扱う施設における事前の健康状態の状況、その

後の状況について把握し、他施設への応用を検討

した。 
5．身体活動指針の認知度と国民の行動変容の関

係解明 
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 身体活動指針の認知度が国民の行動変容に及ぼ

す影響の解明を目的とした縦断調査研究を行うた

めに、事前調査として、社会調査会社の登録モニタ

ー3,000 人を対象にインターネット調査を行った。

身体活動指針の認知度は、純粋想起法と助成想起

法を併用して調査した。また、助成想起法における

手がかりの内容として、文字を手がかりとする方

法（文字想起法）と、イラストを手がかりとする方

法（イラスト想起法）を採用した。身体活動の実践

状況については、JPHC 身体活動質問票と特定健診・

保健指導の標準的な質問票を用いて調査した。身

体活動の知識、身体活動に対する信念、および身体

活動の行動意図については、先行研究と同じ方法

で質問した。その他に、基本属性に関する項目など

を質問した。 

6．身体活動・運動量の増加及び座位行動の減少

策の検討 

 1 日総座位時間を主観的に評価する際の項目選

択に必要な基礎資料を得るため、同一の集団に対

して、異なる座位行動の標準的な調査項目（IPAQ 短

縮版、GPAQ）を用いて 1日総座位時間の主観的評価

を行った研究データを用い、各項目における回答

の分布や平均値等を比較するとともに、活動量計

により客観的に測定した 1 日総座位時間データと

の対応について検討するとともに、同一の方法を

用いて抽出した異なる集団に対し、座位行動に関

する同一の調査項目（GPAQ）を用いて主観的に評価

した場合の 1 日総座位時間の様相について明らか

にした。また、座位行動の変容ステージ尺度を開発

するために、勤労者を対象にその信頼性および妥

当性について検討することを目的に、20～59 歳の

勤労者 2,400 名を対象にして、インターネット調

査を行った。そして、座位行動の変容ステージ、1

日当たりの総座位時間、社会人口統計学的要因、健

康関連要因、労働関連要因を調査した。座位行動の

変容ステージ尺度の基準関連妥当性について検討

するため、座位行動の変容ステージを独立変数、総

座位時間を従属変数とする一要因の分散分析を行

った。一方、座位行動の変容ステージ尺度の信頼性

については、検査・再検査間データ（初回調査対象

者のうち 200 名）により重みづけカッパ係数を算

出した。さらに、身体活動の促進ならびに座位行動

の解消に対して興味・関心の低い成人がどの程度

存在するのかを明らかにするため、20～59 歳の勤

労者を対象に身体活動および座位行動に関連した

7 つの行動に対する変容ステージの割合について

調査するとともに、各行動の変容ステージ相互の

関連性について明らかにした。加えて、座りすぎを

解消することに興味・関心の低い成人の特徴、特に

身体活動および座位行動といった行動的特徴を明

らかにするための研究を行った。 

7．身体活動・運動無関心層にも行動変容を促す身

体活動推進政策の提案 

 身体活動・運動分野における厚生労働科学研究

班は、2021 年度末には「健康づくりのための身体

活動・座位行動指針（案）」として、「アクティブガ

イド（健康づくりのための身体活動・座位行動指針

第 4版）」、ファクトシート（健康づくりのための身

体活動・座位行動基準、インフォメーションシート

（健康づくりのための身体活動・座位行動に関す

る関連情報）を作成した。アクティブガイドは「健

康づくりのためのアクティブガイド（案）」「子ど

も・青少年のためのアクティブガイド（案）」「働く

人のためのアクティブガイド（案）」「高齢者のため

のアクティブガイド（案）」「慢性疾患を有する人の

ためのアクティブガイド（案）」の５種類の（案）

から構成されていた。また、ファクトシートは「成

人版ファクトシート（案）」「子ども・青少年版ファ

クトシート（案）」「働く人版ファクトシート（案）」

「高齢者版ファクトシート（案）」「慢性疾患を有す

る人版ファクトシート（案）」の 5種類の（案）か

ら構成されていた。さらに、インフォメーションシ

ートについては「ガイドライン認知と身体活動

（案）」「身体活動による疾病等の発症予防・改善の

メカニズム（案）」「身体活動支援環境に関するイン

フォメーション・シート（案）」「こころの健康のた

めの身体活動（案）」「健康づくりのための筋トレ

（案）」「働く人が職場で活動的に過ごすためのポ

イント（案）」「慢性疾患を有する人が身体活動・運

動を安全に行うためのポイント（案）」の７種類の
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（案）から構成されていた。本研究ではそれぞれに

関連する研究者（研究代表者・研究分担者・研究協

力者）がそれぞれの（案）の査読を行い、作成者は

査読結果に従ってアクティブガイド・ファクトシ

ート・インフォメーションシートを修正した。さら

に、指針改定の趣旨や目的等を整理したパンフレ

ットを作成した。 

 
Ｃ．研究結果 

1．身体活動・運動による健康効果の機序解明 

 文献レビューによって得られたデータのメタ解

析による日本人男性の VO2peak(mL/kg/min)の推定

平均値は、4～9 歳、10～19 歳、20～29歳、30～39

歳、40～49歳、50～59歳、60～69歳、70～79歳そ

れぞれ 47.6、51.2、43.2、37.2、34.5、31.7、28.6、

26.3 mL/kg/minであった。また、日本人女性につ

いては 42.0、43.2、33.6、30.6、27.4、25.6、23.4、

23.1 mL/kg/min であった。 

2．身体活動・運動量を減少させる社会人口統計学

的要因の特定 

 身体活動のトレンドやその減少要因を検討でき

る指標については、国民健康・栄養調査（厚生労働

省）、スポーツの実施状況等に関する世論調査（文

部科学省・スポーツ庁・内閣府）、スポーツライフ

に関する調査（公益財団法人笹川スポーツ財団）の

調査方法の推移を整理した。また、PubMed および

論文の探索と可視化を行う AI ツールである

Connected Papersを用いて身体活動減少要因に関

する先行研究をレビューし、主要な 10論文を抽出

した。そして、身体活動の減少が主に生活活動の減

少によっていること、日本では特に女性や勤労者

世代で低下していることを見出した。そして、身体

活動に影響する要因を検討するためのインターネ

ット調査において、全国122都市に居住する38,798

人から回答を得てデータベースを整備し、今後の

解析体制を整えた。 

3．身体活動・座位行動指標の評価法の開発および

妥当性の検討 

 主要諸外国のサーベイランス調査における身体

活動指標や座位行動指標の評価方法の比較・検討

について、日本は歩数計（ヤマサ AS200）、を一貫

して用いているが、アメリカ、カナダは調査時期に

よって機種を変更していた。実施頻度は、日本は毎

年、カナダは継続的、他の国は定期的（毎年から数

年に一度）または不定期であった。時期・期間につ

いては、日本は 11 月、他の国は 1～数年間を 1 周

期として通年を通した測定であった。また、装着日

数については日本が日曜日及び祝祭日を除く任意

の 1 日、他の国は連続 7 日間など調査によって異

なっていた。歩数の比較については、合計 5機種の

歩数の平均値のばらつきが大きく、高齢者（65 歳

以上）、青年（42 歳未満）、どちらの群においても

ヤマサ社の歩数が最も少なく、他の 4 機種よりも

400～2,300歩の差があった。 

4．安全に運動指導をおこなうためのソフトおよびハ

ード要件の解明 

 文献調査によって、運動時の有害事象に関する

情報が少ないことが確認された。また、オンライン

調査によって、運動前の健康チェックを実施して

いる運動施設は多いものの標準的なフォーマット

を使用している施設は少ないことが確認された。

さらに、後向き調査からは、高齢者ほど疾患を持つ

ものが増え、事前の確認が必要な事例も少なくな

いことや、生活習慣病以外にも併発する疾患があ

り、健康状況の把握が必要なこと、運動実施は可能

な例が多いこと、体力レベルとトレーニング実施

回数が血圧値に関連することなどが明らかになっ

た。 

5．身体活動指針の認知度と国民の行動変容の関

係解明 

 身体活動指針の認知度は 14%であった。認知度の

評価方法別にみると、純粋想起法による身体活動

指針の認知度は 2%、文字想起法（アクティブガイ

ド）による認知度は 13%（95%信頼区間：11～14%）、

文字想起法（プラステン）によるプラステンの認知

度は 6%、イラスト想起法による身体活動指針の認

知度は 5%であった。9種類の認知経路のうち、身体

活動指針の認知経路として最も割合が高かったの

は「チラシやポスター三つ折りリーフレット」であ

った。重回帰分析を行った結果、身体活動指針を認
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知している群の方が、認知していない群よりも、中

強度以上の身体活動量が多い傾向にあった。また、

ロジスティック回帰分析を行った結果、身体活動

指針を認知している群の方が、認知していない群

よりも身体活動レベルが高レベルの者の割合が多

い傾向にあった。パス解析を行った結果、身体活動

指針を認知することは、身体活動の実践状況が良

好であることと直接的に関連しているとともに、

知識、信念および行動意図を媒介して間接的にも

身体活動の実践状況が良好であることと関連して

いた。 

6．身体活動・運動量の増加及び座位行動の減少

策の検討 

 同一集団に対して異なる尺度（IPAQ 短縮版、GPAQ）

を用いて 1日総座位時間を主観的に評価した結果、

その分布、平均値、標準偏差、さらには長時間の座

位行動者の割合も、かなり近似することが明らか

となった。また、同一方法により抽出した異なる集

団に対して同一の調査項目（GPAQ）を用いて 1日総

座位時間を評価した結果、その分布、平均値、標準

偏差、長時間の座位行動者の割合すべてにおいて

類似傾向を示すことが分かった。インターネット

調査の結果、座位行動の変容ステージ分布は、無関

心期 26%、関心期 18%、準備期 28%、実行期 5%、維

持期 24%であった。座位行動の変容ステージが後期

になるにつれて 1 日総座位時間が有意に短くなっ

ており、開発した尺度の基準関連妥当性が確認さ

れた。また、尺度の信頼性について、検査・再検査

間の重みづけカッパ係数は 0.64 であり、一致度が

高いことが明らかになった。 また、7 つの行動に

対する無関心期の割合は、定期的な運動 36%、定期

的な身体活動 37%、定期的なスポーツ 64%、定期的

なウォーキング 37%、定期的な筋力トレーニング

48%、座りすぎを減らすこと 26%、座りっぱなしを

ブレイクすること 24%であった。さらに、座りすぎ

を解消することに無関心であった勤労者のみを対

象に、場面別の身体活動時間および総座位時間の

特徴をクラスター分析により検討した結果、移動

や余暇の身体活動時間および総座位時間が長い集

団、移動に伴う身体活動時間および総座位時間が

長い集団、総座位時間が長い集団、仕事による身体

活動時間が特に長い集団の 4つに類型化された。 

7．身体活動・運動無関心層にも行動変容を促す身

体活動推進政策の提案 

 アクティブガイド・ファクトシート・インフォメ

ーションシートぞれに関連する研究者（研究代表

者・研究分担者・研究協力者）の査読結果に従って、

アクティブガイドの構成を「総合版：元気と健康の

ためのアクティブガイド（元気と健康のための身

体活動・座位行動指針 第 4版）（案）」「子ども・青

少年のためのアクティブガイド（案）」「働く人のた

めのアクティブガイド（案）」「高齢者のためのアク

ティブガイド（案）」「慢性疾患を有する人のための

アクティブガイド（案）」の５種類の（案）とし、

査読結果に従って内容についても修正した。また、

ファクトシートはそれぞれの内容を査読結果に従

って修正した。さらに、インフォメーションシート

については、査読結果に従って構成を「ガイドライ

ン認知と身体活動（案）」「元気と健康のための筋ト

レ（案）」「元気と健康のための全身持久力（最高酸

素摂取量）の基準値（案）」「身体活動による疾病等

の発症予防・改善のメカニズム（案）」「身体活動支

援環境に関するインフォメーション・シート（案）」

「働く人が職場で活動的に過ごすためのポイント

（案）」「慢性疾患を有する人が身体活動・運動を安

全に行うためのポイント（案）」の 7 種類の（案）

に修正した。さらに、指針改定の趣旨と目的として

「元気と健康のために重要な身体活動・座位行動

のメッセージ」「新たに発信するメッセージ」「本パ

ンフレットの構成」「推奨値について」「推奨値と具

体例」「健康日本 21（第三次）における身体活動・

運動分野との関係」「元気と健康のためのアクショ

ンワード」「略語・専門用語の解説」といった項目

を加筆した普及用総合パンフレットを作成した

（別紙）。 

Ｄ．考察 

1．身体活動・運動による健康効果の機序解明 

 日本人男性の VO2peak は 20 歳以降に低下し、日

本人は他国よりも低い VO2peakの性・年齢別標準値

であった。本研究の結果は、日本人の性・年齢別標

                                                                               6



準値として利用可能であるだけでなく、健康増進

のための身体活動量や全身持久力の基準値の策定

に向けた資料として役立つと考えられる。 

2．身体活動・運動量を減少させる社会人口統計学

的要因の特定 

 身体活動のトレンドやその減少要因を検討でき

る指標について、国民健康・栄養調査は回答率の低

下が懸念されるものの、長期間、調査方法に主要な

変化がなく、長期的な身体活動の変化を検証する

うえで有用であると考えられる。特に、歩数は歩数

計で測定された客観的な指標であり、身体活動の

変化を定量的に評価するという点でも優れている。

今後、日本のサーベイランスのデータを活用して

更に検証していく必要がある。また、身体活動に影

響する要因を検討するためのインターネット調査

においては、大規模なサンプルであることから、環

境要因と身体活動との関連を個人レベルのみなら

ず生態学的分析によっても検討できるものと考え

ている。また、年齢、性別で層別抽出したことによ

り、多様な層別分析も可能である。次年度以降、詳

細な分析を行い、身体活動に関連する要因、減少要

因についての検討を進めていく。 

3．身体活動・座位行動指標の評価法の開発および

妥当性の検討 

 日本における国民健康・栄養調査と主要諸外国

の国を代表するサーベイランス調査において、身

体活動・座位行動の評価方法、調査頻度、時期・期

間、装着日数などは多様で、使用する歩数計により

歩数の差が大きいことから、国の代表値として歩

数を利用・比較する際には歩数計の特性を考慮す

る必要があると考えられた。また、歩数の比較につ

いては、ヤマサ社の歩数が最も低い歩数を示した

が、得られた 5 機種の歩数は概ね直線回帰できる

ことが確認されたことから、機種間の歩数変換が

可能であると考えられた。 

4．安全に運動指導をおこなうためのソフトおよびハ

ード要件の解明 

 医療機関を母体とする運動施設は施設基準を問

わず安全管理の実施率が高く、また、公営や民間で

あっても健康増進施設、特に指定運動療法施設の

認定を受けている施設においては実施率が高いこ

とが示された。今後、超高齢社会の進行に伴う慢性

疾患や重複疾患を持つ人の増加が予想されること

から、安全管理を適切に行っている運動施設の普

及が必要である。普及するまでの間、関連運動施設

どおし、あるいは、医療機関や医師会、行政などが

連携して安全関連情報の共有や指導者の適材適所

に向けた支援を行うことが必要だと考えられる。

身体活動の確認や安全管理に対するチェック項目

については、今後、それらが標準化され、どのよう

な施設でも対応できるスタンダードな問診や基準

を作成する必要がある。また、医療機関からの運動

処方箋や指示書の発行、メディカルチェックの提

携などの医療連携を促進するには、医療機関側に

何らかのインセンティブが得られるような仕組み

が必要であると考えられる。有害事象については、

本調査で確認されたような事象がどの施設におい

ても起こりうるということに留意し、今後の対策

を立てる必要がある。今後は、健康チェックの標準

を提案するとともに、運動施設の協力を得て改善

を図っていく。 

5．身体活動指針の認知度と国民の行動変容の関

係解明 

 国民を対象としたこれまでの調査では、身体活

動指針の認知度は必ずしも高くなく、認知度の向

上が大きな課題であると考えられる。また、本研究

の結果、身体活動指針を認知している者のほうが、

認知していない者よりも、身体活動の実践状況が

良好であることや、身体活動を認知することは、知

識・信念・行動意図を媒介して、身体活動の実践状

況と関連していることが明らかとなった。このこ

とは身体活動指針を周知することによって国民の

身体活動レベルを向上させうる可能性を示唆して

いると考えられる。今後、縦断調査を行い、身体活

動の認知と身体活動の実践状況に関する縦断検証

を行っていく。 

6．身体活動・運動量の増加及び座位行動の減少

策の検討 

 同一集団に対して異なる尺度（IPAQ 短縮版、GPAQ）

を用いて 1日総座位時間を主観的に評価した結果、
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日本人における 1日総座位時間は IPAQ短縮版また

は GPAQどちらの調査項目を用いてもほぼ遜色なく

評価できると考えられた。身体活動の促進および

座位行動の解消に関する各行動において無関心期

にある人の割合は大きく異なることが分かった。

一方、少なくとも多くの対象者が、何かしらの身体

活動の実践や、座位行動の解消に関心があり、この

層へのアプローチの重要性が改めて浮き彫りとな

った。また、座りすぎの解消に無関心な者であって

も集団により座位行動の多寡が認められ、座りす

ぎに興味・関心がないことには座りすぎていない

ことも一因であると考えられた。 

7．身体活動・運動無関心層にも行動変容を促す身

体活動推進政策の提案 

 身体活動・運動無関心層の行動変容を促す身体

活動推進政策を展開するためには、身体活動・運動

無関心層に興味を持ってもらえるようなガイドラ

インが必要である。本研究においては、アクティブ

ガイドとしてイラストを多く取り入れた A４サイ

ズ一枚のガイドラインを対象者別に作成し、この

目的の達成に取り組んだ。さらに、自治体等の政策

推進者がアクティブガイドの科学的根拠や、身体

活動の現状（ファクト）をコンパクトに参照するた

めのファクトシートや、関連情報を参照するため

のインフォメーションシートを作成した。身体活

動推進政策が効果的に展開するためには自治体等

の政策推進者にこれらのシートが広く周知され、

政策推進者を介して、無関心層を含む多くの国民

に周知されれることが望まれる。 

 

Ｅ．結論 

1．身体活動・運動による健康効果の機序解明 

 本年度は、文献研究から得られたデータのメタ

解析にって日本人男性の全身持久力の推定平均値

を推定した。本推定値は健康増進のための身体活

動量や全身持久力の基準値の策定に向けた資料と

して活用されることが望まれる。 

2．身体活動・運動量を減少させる社会人口統計学

的要因の特定 

 身体活動のトレンドやその減少要因を検討でき

る指標を明らかにするために先行研究をレビュー

し、身体活動の減少が主に生活活動の減少によっ

ていること、日本では特に女性や勤労者世代で低

下していることを明らかにした。そして、身体活動

に影響する要因を検討するためのインターネット

調査においては、全国 122 都市に居住する 38,798

人から回答を得てデータベースを整備した。今後、

本データベースの詳細な解析に取り組む予定であ

る。 

3．身体活動・座位行動指標の評価法の開発および

妥当性の検討 

 Web 調査により主要諸外国の国を代表するサー

ベイランス調査において、身体活動・座位行動の評

価方法、調査頻度、時期・期間、装着日数などは多

様であることが明らかになった。また、使用する歩

数計により歩数の差が大きいため、国の代表値と

して利用・比較する際には、サーベイランス調査や

歩数計の特性を考慮する必要があると考えられた。

また、歩数比較については、ヤマサ社の歩数が最も

低い歩数を示したが、5機種の歩数は概ね直線回帰

できることが確認されたことから、機種間の歩数

変換が可能であると考えられた。 

4．安全に運動指導をおこなうためのソフトおよびハ

ード要件の解明 

 運動開始前の事前チェックは医療機関が運営す

る施設では実施率が高かつたが、民間、公営では低

い実施率であったことから、高齢社会の進行や有

疾患者の増加を考えると、運動施設の安全管理を

高めるには医療機関との連携可能な仕組みづくり

が急務であることが示唆された。健康チェックに

ついてはアクティブガイド提案版を基本とし、今

後の検討で改善が期待できる箇所は修正して用い

る予定である。また、これまでの文献調査を踏まえ、

地域住民を対象とした、運動中に発生する有害事

象に関する報告は限定的であることがわかったこ

とから、今後、先行研究ついて、スコーピングレビ

ューを実施する予定である。 

5．身体活動指針活用実態・行動変容解明 

 本研究における身体活動指針（アクティブガイ

ド）の認知度は 14%であった。また、身体活動指針
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を認知することは、知識・信念・行動意図を媒介し

て身体活動の実践状況が良好であることと関連し

ており、先行研究（Tajima et al. BMC Public Health. 

2023; ;23:106）の知見の再現性が確認された。 

6．身体活動・運動量の増加及び座位行動の減少

策の検討 

 日本人における 1 日総座位時間を主観的に評価

する際に用いる標準的な調査項目として、IPAQ 短

縮版あるいは GPAQにおける座位行動に関する 1項

目が利用できる可能性が示された。また、座りすぎ

によって健康・労働問題が惹起される可能性の高

い勤労者を対象に、座位行動の変容ステージを評

価する尺度を開発し、その妥当性および信頼性に

ついて検討した結果、わが国における勤労者の座

りすぎを解消することに対する動機づけの準備性

を評価するために十分な妥当性と信頼性を有する

座位行動の変容ステージ尺度が開発できた。さら

に、身体活動の促進および座位行動の解消に対す

る無関心層の割合は、行動間で大きく異なること

が分かった。一方で、少なくとも多くの対象者が、

何かしらの身体活動の実践や、座位行動の解消に

関心を持っている層が一定の割合で存在すること

も明らかとなった。また、座りすぎの解消に無関心

な者も様々な行動的特徴を有していることが明ら

かとなり、行動変容を促すために更なる関連要因

の検討が必要と考えられる。 

7．身体活動・運動無関心層にも行動変容を促す身

体活動推進政策の提案 

 アクティブガイド・ファクトシート・インフォメ

ーションシートぞれに関連する研究者の査読結果

に従ってそれぞれの構成や内容を修正した。さら

に、指針改定の趣旨と目的を加筆した普及用総合

パンフレットを作成した。身体活動推進政策が効

果的に展開するためには自治体等の政策推進者に

これらのシートやパンフレットが広く周知され、

政策推進者を介して、無関心層を含む多くの国民

に周知されれることが望まれる。 
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